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の計上が遅れていたが、12 年 12 月の第 7号補正時点
で予算規模は 773 億円（09 年度決算の 12 倍以上）に
達している2。また陸前高田市では、12 年 6 月の第 1
号補正で約 7億、7月の第 2号補正で約 262 億追加し






















（2009 年度決算を 100 とした指数） 
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出され、震災後 3 月 28 日に招集された臨時会議にお
いて委員会審議を省略し原案可決されている4。従っ
て震災の影響のない平時の予算として組まれたもの
である。11 年度当初予算から決算までは 11 号に及ぶ
補正予算が組まれ、図に「11 補」と示したのは 11 号
補正（12年5月14日専決処分承認）後の金額である。 
























3 分の 1 以上を占め、12 年度予算ではさらに増額さ
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難所は 11 年度当初で 83 箇所、避難者数は 15,000 人





































公共土木や農林水産施設の復旧費は 8 割から 9 割の
負担率に、また災害廃棄物処理費も最大 9 割の負担
率に引き上げられた。庁舎や社会福祉施設等の公共施
設等も概ね 3 分の 2 の負担率に引き上げられた。ま
た、従来制度では国庫負担の対象外（ないし予算補助）
となっていた民間医療機関や私立学校も 2 分の 1 負
担がなされることとなった。後者の復興交付金は、自
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 表１ 陸前高田市復興交付金の内訳（千円） 






文科省 286,674 346,711 633,385 1.6 
厚労省   48,427 48,427 0.1 
農水省 5,540,650 10,000 5,550,650 14.0 
国交省 23,717,373 730,980 24,448,353 61.5 
市街地
復興*   9,031,598 9,031,598 22.7 
環境省 65,456   65,456 0.2 
事業費





文科省 210,005 277,367 487,372 1.6 
厚労省   38,741 38,741 0.1 
農水省 3,809,197 8,000 3,817,197 12.4 
国交省 18,458,433 584,784 19,043,217 62.1 
市街地
復興*   7,225,278 7,225,278 23.6 
環境省 49,092   49,092 0.2 
国費
総額 22,526,727 8,134,170 30,660,897 100.0 
国費負担 
比率(%) 76.1 80.0 77.1   
＜注＞ 
・2012 年 11 月第 4回交付決定額までの合計額中、市に交付さ
れる 2012 年度分の交付決定額。 
・市街地復興効果促進事業（*印）は国交省管轄分であるが、
額が大きいため外数として示した。 
＜資料＞陸前高田市復興交付金事業計画（2012 年 11 月時点）
より作成。 
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補注 
1 石巻市「石巻市の財政収支見通しと今後の対応―平成 25 年
度から平成 27 年度」2012 年 12 月。 
2 大槌町財政情報のページ
（http://www.town.otsuchi.iwate.jp/docs/2012040300017/）。 
3 陸前高田市議会 2012 年第 2 回定例会（2012 年 6 月 8 日）




4 陸前高田市議会 2011 年第 2 回臨時会会議録（3 月 28 日）。 
5 陸前高田市 2012 年第 2 回定例会会議録（6 月 8 日）。 
6 環境省「 被災 3 県沿岸市町村の災害廃棄物処理の進捗状況」
2012 年 12 月 14 日。 
7 岩手県災害対策本部（情報班）「避難場所等一覧」2011 年 4
月 3 日。 
8 「東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成
に関する法律」平成 23 年 5 月 2 日法律第 40 号。 






11 「東日本大震災復興交付金制度要綱」2012 年 1 月 6 日、
最新改正 2012 年 11 月 30 日。 
12 全国知事会「復興庁に対する要望」2012 年 6 月 19 日。 
13 総務省「平成 24 年度地方団体の歳入歳出総額の見込額―
第 180 回国会提出」。 
14 「東日本大震災復興交付金基金条例」2012 年 3 月 6 日、
岩手県条例第 15 号。 
15 例えば「陸前高田市東日本大震災復興基金条例」2011 年
12 月 26 日、条例第 26 号。 
16 武田公子「震災と自治体財政－輪島市の事例を中心に－」
『金沢大学経済論集』第 30 巻第 1 号、2009 年 12 月参照。 
